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Ⅳ－２)。また、職員が考案した「小林式誘引捕獲法」については、各森林管理局で開催す
る現地検討会等を通じて普及を図っている。さらに、地域の関係者等と協定を締結し、国
有林野内で捕獲を行う地域の猟友会等にわなを貸し出して捕獲を行うなど、地域全体で取
り組む対策を推進している。このほか、松くい虫等の病害虫の防除にも努めている。 

(２)森林・林業施策全体の推進への貢献
(低コスト化等の実践と技術の開発・普及) 

現在、林業経営の効率化に向け、生産性向上、造林の省力化や低コスト化等に加え、新
技術の活用により、伐採から再造林・保育に至る収支のプラス転換を可能とする「新しい
林業」の実現に向けた取組を行っている5。国有林野事業では、低密度植栽を広く実践して
いるほか、下刈り回数・方法の見直し、ドローンによる撮影や航空レーザ計測で得られた
データの利用等、デジタル技術を活用した効率的な森林管理・木材生産、効率的なシカ防
護対策、早生樹の導入等の技術の試行を進め、現地検討会の開催等により民有林における
普及と定着に努めている(事例Ⅳ－３)。 

5 「新しい林業」については、第Ⅱ章第１節(４)120-123ページを参照。 

大型排水管を用いたシカ捕獲個体の埋設処理の効率化 
ニホンジカについては、農林業被害対策として全国的に積極的な捕獲が進められている。

一方で、山中で捕獲しジビエ利用等されない個体については、捕獲者自らが搬出して焼却施
設に持ち込むか、その場で穴を掘り埋設処理する必要がある。これらが捕獲を実施する上で
の大きな負担となっており、その解消が喫緊の課題となっている。 

こうした状況を踏まえて、和歌山森林管理署では、埋設処理の効率化に向け、林道脇のス
ペースに大型排水管(直径１ｍ、⾧さ４ｍ)を縦置きで埋設し、その中に捕獲個体と発酵促進
剤(ぼかし剤)を投入し、自然分解により減容化してから残渣

さ
を埋設する実証試験に取り組ん

でいる。これまでの実証結果では、残渣
さ

のかさ高は捕獲個体を累計で約100頭投入した場合
でも１ｍ程度となっており、個体処理の効率化が期待できる。また、従来の埋設処理と違い、
クマやイノシシなどに掘り返されることがないという利点もある。

このような大型排水管を用いた残渣
さ

減容化については、多くの地方公共団体等が注目し
ている取組であるものの事例は少ないことから、和歌山森林管理署では、今後、排水管を抜
き取り、土を埋め戻す作業のコストや周辺の土壌水成分への影響についても調査を行うな
ど、実証を重ねつつ更なる改良と普及を目指すこととしている。 

大型排水管の内部構造(模式図) 設置後の状況 

事例Ⅳ－２ 
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また、コンテナ苗の活用により、効率的か
つ効果的な再造林手法の導入・普及等を進め
るとともに、伐採から造林までを一体的に行
う「伐採と造林の一貫作業システム6」の導入・
普及に取り組んでいる。この結果、国有林野
事業では、令和５(2023)年度には4,516haでコ
ンテナ苗を植栽し(資料Ⅳ－６)、951haで伐採
と造林の一貫作業を実施した。

これらの取組を効果的に進めるため、自然
条件や社会的条件から持続的な林業生産活動
に適した人工林を「特に効率的な施業を推進
する森林」として設定しており、令和５(2023)
年度末までの設定面積は56万haとなっている。 

6 伐採と造林の一貫作業システムについては、第Ⅰ章第２節(２)58-59ページを参照。 

国有林野におけるコンテ
ナ苗の植栽面積の推移

資料：林野庁業務課調べ。 

資資料料ⅣⅣ－－６６ 

筋刈りによる下刈り作業の効率化を目指した取組 
東北森林管理局では、労働負担の軽減やコストの削減を図るため、下刈りの効率化を目指

しており、従来の区域全体を刈り払う全刈りに替えて、植栽木の列間のみを刈り払う筋刈り
の導入に向けた取組を進めている。 

下刈り手法が苗木の成⾧に与える影響を把握するため、令和２(2020)年度から令和５
(2023)年度にかけて筋刈りの試験を管内３か所で実施したところ、スギについては植栽後
３年で筋刈り試験地の植栽木の80％が全刈り試験地と同程度に成⾧する結果となったこと
から、事業ベースで筋刈りを導入することとした。さらに、管内全５県(青森県、岩手県、
宮城県、秋田県、山形県)において現地検討会を開催し、民有林関係者に対して筋刈りの周
知や導入を呼び掛けた。参加者からは、「筋刈りは体力的な負担が少ない」「作業時間が短縮
できる」といった肯定的な意見が数多くあった一方、「植栽列を視認しにくい」「つる類が多い
現場は筋刈りでは不十分ではないか」といった意見もあり、筋刈りの課題も明らかとなった。 

こうした取組を通じ、令和６(2024)年度の下刈りのうち約５割を筋刈りで実施した。令和
７(2025)年度に局管内で筋刈りを標準化することを目標に、引き続き課題の検証を行いな
がら、適切な筋刈りの普及・定着に取り組むこととしている。 

筋刈り実行後(宮城北部森林管理署) 下刈り省力化現地検討会(津軽森林管理署金木支署) 

事例Ⅳ－３ 

（ha）

H20
（2008）

22
（10）

27
（15）

（年度）5
（23）

R2
（20）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

1 48

4,5164,396

664

令和６年度森林及び林業の動向 201




